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１ 【当四半期決算に関する定性的情報】 

(１)【連結経営成績に関する定性的情報】 

当第３四半期連結累計期間の国内経済は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動の長期化や、夏場の天候不順などに

よって個人消費に足踏み感が見られたものの、緩やかな回復基調が続きました。 

当行グループにおける主要な営業基盤である新潟県内の景気においても、個人消費は横這い、住宅投資は駆け込み需要の反動

減が続いたものの、雇用・所得環境や企業収益は改善が続き、緩やかな回復を続ける展開となりました。 

こうしたなか、当行では平成24年度からスタートした中期経営計画「ステップアップ１４０（イチ・ヨン・マル）」（計画期間：平成24

年4月から平成27年3月）に基づき、お客さまとの信頼関係強化に努めるとともに、業績の伸展と経営体質の改善・強化に取り

組んでまいりました。 

経常収益は、貸出金利息の減少を主因として、前年同四半期累計期間比5億75 百万円減少の746億51百万円となりまし

た。経常費用は、国債等債券売却損の減少を主因として、前年同四半期累計期間比14 億3 百万円減少の544億 55 百万円

となりました。 

以上の結果、経常利益は前年同四半期累計期間比8億28百万円増益の201億96百万円となりました。また、四半期純利

益は、前年同四半期累計期間比8億3百万円増益の121億65百万円となりました。 

(２)【連結財政状態に関する定性的情報】 

当四半期末の総資産は、前連結会計年度末比1,442億円増加し5兆714億円となりました。貸出金は前連結会計年度末比

566億円増加の2兆8,052億円、有価証券は前連結会計年度末比898億円増加の1兆8,469億円となり、預金は前連結会計

年度末比381億円増加の4兆1,913億円となりました。 

(３)【連結業績予想に関する定性的情報】 

当第３四半期連結累計期間の四半期純利益は、平成26年11月14日公表の平成27年3月期の通期の業績予想対比で

約104％の進捗率となっておりますが、経営環境等、今後の動向を見極める必要があることから、平成27年3月期通期の業績

予想につきましては変更ありません。 

２ 【サマリー情報（注記事項）に関する事項】 

会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 

（「退職給付に関する会計基準」等の適用） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年5月17日。以下、「退職給付会計基準」という。）及び「退職

給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号  平成24年5月17日。以下、「退職給付適用指針」という。）

を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて第1四半期連結会計期間よ

り適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式

基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重

平均割引率を使用する方法へ変更しております。 

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第3四半期連結累

計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。 

 この結果、当第3四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が203百万円増加し、利益剰余金が131百万円減少して

おります。また、当第3四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。 

（「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」の適用） 

「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成25年12月25

日）を第１四半期連結会計期間から適用し、当行から信託へ自己株式を処分した時点で処分差額を認識し、信託から従業員持

株会に売却された株式に係る売却差損益、信託が保有する株式に対する当行からの配当金及び信託に関する諸費用の純額を

負債に計上しております。当該会計方針の変更による過年度の累積的な影響については、影響額が軽微なため、当第3四半期

連結累計期間の損益で処理しております。 
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（３） 【継続企業の前提に関する注記】 

当第3四半期連結累計期間（自 平成26年4月1日 至 平成26年12月31日） 

 該当事項はありません。 

 

（４） 【株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記】 

当第3四半期連結累計期間（自 平成26年4月1日 至 平成26年12月31日） 

 該当事項はありません。 

 

４ 【参考資料】 

（１） 【単体損益の概況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：億円) 

  

27年3月期 

第3四半期

（A） 

26年3月期 

第3四半期

（B） 

比較 

（A）－（B） 

 

(参考) 

26年3月期 

業務粗利益 １ 474 464 9 612 

（除く国債等債券損益（５勘定尻）） ２ (466) (472) (△5 ) 

 

(620) 

 資金利益 ３ 379 393 △13 512 

 役務取引等利益 ４ 67 66 0 89 

 その他業務利益 ５ 26 4 21 9 

 （うち国債等債券損益） ６ (7) (△7) (15) 

 

(△8) 

経費（除く臨時処理分） ７ 322 323 △1 426 

 うち人件費 ８ 176 177 △0 235 

 うち物件費 ９ 129 131 △1 172 

実質業務純益                        【181】 １０ 151 141 10 185 

 コア業務純益                             【180】  １１ 144 148 △4 194 

一般貸倒引当金繰入額① １２ 2 ― 2 ― 

業務純益 １３ 149 141 8 185 

臨時損益 １４ 28 25 2 9 

 うち不良債権処理額② １５ 20 10 9 18 

 （貸倒償却引当費用①＋②） １６ (22) (10) (12) (18) 

 うち貸倒引当金戻入益 １７ ― 6 △6 0 

 うち偶発損失引当金戻入益※ １８ ― 0 △0 ― 

 うち償却債権取立益 １９ 8 15 △6 17 

 うち株式等関係損益 ２０ 34 11 23 9 

経常利益                         【173】 ２１ 177 167 10 194 

特別損益 ２２ △1 △0 △0 △4 

 うち固定資産処分損・減損損失（特別損失） ２３ 1 0 0 4 

税引前四半期(当期)純利益 ２４ 176 167 9 190 

法人税、住民税及び事業税 ２５ 49 37 12 44 

法人税等調整額 ２６ 8 19 △11 22 

四半期(当期)純利益                  【113】 ２７ 118 109 8 123 

《参考》    

ネット信用コスト １２＋１５－１７－１８－１９        【20】 ２８ 13 △12 26  0 

（注）・【 】は26年度通期予想値 

・※与信関連の信用コスト相当分のみ計上 

 

○ 業務粗利益…前年同四半期比9億円増益の474億円となりました。 

資金利益は 13 億円減少、役務取引等利益はほぼ横這い、その他業務利益は国債等債券損益の増加を主因に 21 億円増加しま

した。 

○ コア業務純益…前年同四半期比 4億円減益の144億円となりました。 

○ 経常利益…ネット信用コストは 26 億円増加したものの、株式等関係損益が 23 億円増加したことから前年同四半期比 10 億円増益

の177億円となりました。 

○ 四半期純利益…前年同四半期比8億円増益の118億円となりました。 
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（２） 【金融再生法ベースのカテゴリーによる開示】 

 

 

 

 

【単体】 

 （単位：億円）   （参考） （単位：億円） 

 平成26年12月末(Ａ) 平成25年12月末(Ｂ) 

比較 

（A）－（B） 

 

平成26年9月末 

破産更生等債権 90 69 21  93 

 破綻先債権 21 25 △3  26 

 実質破綻先債権 68 44 24  67 

危険債権 474 575 △100  473 

要管理債権 139 27 112  143 

小計 705 672 32  710 

正常債権 28,297 27,082 1,214  27,872 

債権額合計 29,003 27,755 1,247  28,583 

 

○債権総額に占める割合 

 （単位：％）    （参考）  （単位：％） 

 平成26年12月末(Ａ) 平成25年12月末(Ｂ) 

比較 

（A）－（B） 

 

平成26年9月末 

破産更生等債権 0.31 0.24 0.07  0.32 

 破綻先債権 0.07 0.09 △0.02  0.09 

 実質破綻先債権 0.23 0.15 0.08  0.23 

危険債権 1.63 2.07 △0.44  1.65 

要管理債権 0.48 0.10 0.38  0.50 

小計 2.43 2.42 0.01  2.48 

正常債権 97.56 97.57 △0.01  97.51 

債権額合計 100.00 100.00   100.00 

                                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 金融再生法ベースの不良債権額は前年同四半期末比32億円増加し705億円となり、総与信に占める比率（不良債権比率）も前年

同四半期末比0.01ポイント増加の2.43％となりました。 
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（３） 【自己資本比率（国内基準）】 

 

 

 

 

 

 （単位：億円） 

新基準（バーゼルⅢ）  

平成26年12月末 （参考）平成26年9月末 

連結 単体 連結 単体 

（１）自己資本比率  （２）／（３） 12.25% 11.26% 12.38% 11.39% 

（２）自己資本 ①－② 2,668 2,407 2,625 2,369 

 コア資本に係る基礎項目 ① 2,668 2,407 2,625 2,369 

コア資本に係る調整項目 ② ― ― ― ― 

（３）リスクアセット（注） 21,777 21,371 21,197 20,800 

（４）総所要自己資本額 871 854 847 832 

（注）信用リスク・アセットの額及びオペレーショナル・リスク相当額に係る額の合計であります。 

なお、信用リスク・アセットは「標準的手法」を、オペレーショナル・リスクは「粗利益配分手法」を採用し算出しております。 

 

＜参考＞平成25年12月末の開示内容（バーゼルⅡに基づく旧国内基準） 

       （単位：億円）    

       旧基準 

平成25年12月末 

連結 単体 

自己資本比率 12.44% 11.49% 

 基本的項目（Tier1）比率 11.73% 10.75% 

自己資本額 2,551 2,317 

 基本的項目（Tier1）の額 2,407 2,168 

リスクアセット等（注） 20,507 20,165 

総所要自己資本額 820 806 

(注)信用リスク・アセットの額及びオペレーショナル・リスク相当額に係る額の合計です。 

なお、信用リスク・アセットは「標準的手法」を、オペレーショナル・リスクは「粗利益配分手法」を採用し算出しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 自己資本比率規制に関する告示(平成18年金融庁告示19号)の一部改正に伴い、平成26年3月末より、新基準(バーゼル

Ⅲに基づく新国内基準)に基づき自己資本比率を算出しております。 

○ 平成26 年12月末の自己資本比率（国内基準）は、連結ベースで12.25％・単体ベースで11.26％と引き続き十分な水準を確

保しております。 
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（４） 【時価のある有価証券の評価差額】 

 

 

 

【連結】 

 （単位：億円） （参考） （単位：億円） 

 

平成26年12月末 平成25年12月末 

 

平成26年9月末 

時価 評価差額 時価 評価差額 時価 評価差額 

 うち益 うち損  うち益 うち損  うち益 うち損 

その他有価証券 17,579 1,005 1,020 15 16,976 740 765 25 16,990 838 858 19 

 

株式 1,123 541 552 10 964 418 434 15 1,048 488 504 15 

債券 12,612 299 300 1 13,406 230 233 3 12,782 250 251 1 

その他 3,843 164 167 3 2,605 91 97 5 3,158 99 102 2 

  

 （単位：億円） （参考） （単位：億円） 

 

平成26年12月末 平成25年12月末 

 

平成26年9月末 

帳簿価額 含み損益 帳簿価額 含み損益 帳簿価額 含み損益 

 うち益 うち損  うち益 うち損   うち益 うち損 

満期保有目的の 

債券 

893 48 48 0 999 35 35 0 921 41 41 0 

 

【単体】 

 （単位：億円） （参考） （単位：億円） 

 

平成26年12月末 平成25年12月末 

 

平成26年9月末 

時価 評価差額 時価 評価差額 時価 評価差額 

  うち益 うち損   うち益 うち損   うち益 うち損 

その他有価証券 17,490 928 944 15 16,892 669 693 24 16,909 770 790 19 

 

株式 1,034 465 475 10 880 346 362 15 967 420 436 15 

債券 12,612 299 300 1 13,406 230 233 3 12,782 250 251 1 

その他 3,843 164 167 3 2,605 91 97 5 3,158 99 102 2 

 

 （単位：億円） （参考） （単位：億円） 

 

平成26年12月末 平成25年12月末 

 

平成26年9月末 

帳簿価額 含み損益 帳簿価額 含み損益 帳簿価額 含み損益 

 うち益 うち損  うち益 うち損   うち益 うち損 

満期保有目的の 

債券 

858 47 47 0 969 35 35 0 886 41 41 0 

 

○時価のあるその他有価証券の評価差額（連結）は、前年同四半期末比264億円増加の1,005億円の評価益となりました。 
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（５） 【デリバティブ取引】 

連結子会社においては該当がないため、当行のデリバティブ取引関係を記載しております。 

 

①金利関連取引 

 （単位：億円） （参考） （単位：億円） 

区分 種類 

平成26年12月末 平成25年12月末 

 

平成26年9月末 

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 

 

 

店頭 

金利 

ｽﾜｯﾌ゚ 

572 0 0 406 0 0 527 0 0 

金利 

ｵﾌ゚ｼｮﾝ 

259 △0 △2 277 △0 △2 262 △0 △2 

 合計  0 △1  0 △1  0 △1 

(注)ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 

 

②通貨関連取引 

 （単位：億円） （参考） （単位：億円） 

区分 種類 

平成26年12月末 平成25年12月末 

 

平成26年9月末 

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 

 

 

店頭 

通貨 

ｽﾜｯﾌ゚ 

458 0 0 473 0 0 458 0 0 

為替 

予約 

561 △61 △61 469 △13 △13 635 △22 △22 

通貨 

ｵﾌ゚ｼｮﾝ 

2,942 0 18 2,137 0 16 2,760 0 19 

 合計  △60 △42  △12 3  △21 △2 

(注)ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 

 

③株式関連取引 

   該当事項はありません。 

 

④債券関連取引 

該当事項はありません。 

 

⑤商品関連取引 

該当事項はありません。 

 

⑥その他 

該当事項はありません。 
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（６） 【貸出金・預金勘定の状況】 

 

 

 

 

【単体】 

 （単位：億円）   （参考） （単位：億円） 

 平成26年12月末(Ａ) 平成25年12月末(Ｂ) 

比較 

（A）－（B） 

 

平成26年9月末 

貸出金末残 28,197 27,014 1,182  27,803 

 うち県内貸出金 20,717 20,255 461  20,566 

 うち中小企業等貸出 15,995 15,526 469  15,570 

預金末残 ① 42,005 41,183 821  41,295 

譲渡性預金末残 ② 1,933 850 1,082  1,885 

預金等末残 （①＋②） 43,938 42,033 1,904  43,180 

 うち県内預金等末残 43,091 41,170 1,921  42,346 

 うち個人預金等末残 29,894 29,200 694  29,245 

 

 

（７） 【投資信託・公共債等預かり資産残高】 

 

 

 

 

【単体】 

 （単位：億円）   （参考） （単位：億円） 

 平成26年12月末(Ａ) 平成25年12月末(Ｂ) 

比較 

（A）－（B） 

 

平成26年9月末 

預かり資産 6,126 6,375 △248  6,199 

 投資信託 1,288 1,174 114  1,202 

 公共債 2,028 2,565 △537  2,217 

 終身・個人年金保険 2,809 2,634 174  2,780 

     

○ 貸出金残高は、県内・県外ともに増加したことから、貸出金合計では前年同四半期末比 1,182 億円増加し、2 兆 8,197 億円と

なりました。 

○ 預金等残高は、個人・法人ともに増加し、全体では前年同四半期末比1,904億円増加の4兆3,938億円となりました。 

○預かり資産残高は、公共債が減少したことを主因に前年同四半期末比248億円減少し、6,126億円となりました。 

  引き続きお客様のニーズにお応えすべく、運用商品の品揃えを行ってまいります。 
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